
 

 
 
○地域包括支援センターが開催 
○個別ケース（困難事例等）の支援内容を通じた 

 ①地域支援ネットワークの構築 
 ②高齢者の自立支援に資するケアマネジメント支援 
 ③地域課題の把握 
 などを行う。 

地域づくり・資源開発 

政策形成 
介護保険事業計画等への位置づけなど 

地域課題の把握 

個別の 
ケアマネジメント 

≪主な構成員≫ 
自治体職員、包括職員、ケアマネ
ジャー、介護事業者、民生委員、OT、
PT、ST、医師、歯科医師、薬剤師、
看護師、管理栄養士、歯科衛生士その
他必要に応じて参加 
 
※直接サービス提供に当たらない専門
職種も参加 

 

地域包括支援センター（※）レベルでの会議 
（地域ケア個別会議） 

市町村レベルの会議（地域ケア推進会議） 

事例提供 

 支 援 

サービス 
担当者会議 
（全てのケー
スについて、
多職種協働に
より適切なケ
アプランを検
討） 

・地域包括支援センターの箇所数：4,328ヶ所（センター・ブランチ・サブセンター合計7,072ヶ所）（平成24年4月末現在） 
・地域ケア会議は全国の保険者で約8割（1,202保険者）で実施（平成24年６月に調査実施） 

在宅医療 
連携拠点 

医師会等関
係団体 

 
医療関係専
門職等 

○ 「地域ケア会議」（地域包括支援センター及び市町村レベルの会議）については、地域包括ケアシステムの実現のた
めの有効なツールであり、更に取組を進めることが必要。 

○ 具体的には、個別事例の検討を通じて、多職種協働によるケアマネジメント支援を行うとともに、地域のネット
ワーク構築につなげるなど、実効性あるものとして定着・普及させる。 

○ このため、これまで通知に位置づけられていた地域ケア会議について、介護保険法で制度的に位置づけるこ
とを検討。 

 （３）地域ケア会議の充実 
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     〈 地域ケア会議を運営する上で求められるコーディネート機能 〉 

                     

   ○地域ケア会議の開催目的・５つの機能の位置付け（既存会議の活用） 
  ○開催方法、頻度 
  ○個別ケースの選定方針 
  ○市区町村との役割分担 
  ○地域課題の提供方法の明確化、提出時期 
   ○個人情報の管理に関する方針 

   

※市町村において管内の 
  地域包括支援センターと 
   統一的にルールを共有。 

※コーディネート機能を担う人が司会者等全てを担わなくてもよい。 
  センター内で、適宜役割分担のもと実施。 

 ○市区町村の担当 
  所管課などへ 
  地域課題を提出 
 
 ○地域住民との 
  共有・フィードバック 

地域課題の提出 

 ステップ３ 
  
 
 
 
  ○ケースの選定 
   参加者の選定 
 

  ○日程調整、 
    資料準備 
 

  ○司会者の調整 
 

 ○個人情報の管理 
 

 ○事後フォロー 

個別ケースの検討 

 ステップ１ 

（地域ケア個別会議）  

地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー 

 

市
区
町
村 

○地域課題を検討する  
  会議へ 
  （地域ケア推進会議） 
 
○計画担当所管課との      
  共有 

 

担
当
所
管
課 

  
 

 ○同様の生活障害を 
   抱えた複数の事例 
  
○既存の社会資源では  
   解決が困難な事例 
 

 ○地域に不足する 
  資源・サービス・ 
  ネットワーク等 

地域課題の抽出 

 ステップ２ 

関係機
関との
連携・
調整
等、 

平時の
様々な
業務 

○ 地域包括支援センターにおいては、個別ケースの検討を始点として、地域課題の抽出、地域課題の提出 
 までの一連の流れを円滑に進めるコーディネート機能が求められる。 

調整・共有 
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○ センター長クラスを対象とした国実施の研修受講後、各センターで多職種協働による個別ケースの検討を行った結果につ
いて、６割以上の受講者が個別課題の解決につながった（６５．３％）と回答した。 

○ また、自立支援に資するケアマネジメント支援の成果については、「介護支援専門員の資質向上につながった」（４８．５％）
が最も多かった。 

○ 地域包括支援ネットワーク構築の成果については、「保健・医療職との連携強化」（４９．５％）や「インフォーマルサービス関
係者との連携強化」（５４．５％）につながったとの回答が多かった。 

○ 一方で、個別ケースの検討に取り組めていない受講者等もいることから、今後さらに地域ケア会議に関する取組の強化が
必要 

 「地域ケア会議」への取組による成果 

出典：平成２４年度地域包括ケア指導者養成研修（中央研修）受講者に対する年度末アンケート（ｎ＝101） 

49.5% 

25.7% 

34.7% 

53.5% 

54.5% 

52.5% 

5.0% 

保健・医療職との連携の強化 

自治体内の関係部署との連携の強化（直… 

行政との連携の強化（委託の場合） 

他の公的サービスの関係者との連携の… 

インフォーマルサービスの関係者との連… 

その他関係機関との連携の強化 

その他 

地域包括支援ネットワークの構築の成果（複数回答） 

48.5% 

43.6% 

43.6% 

17.8% 

2.0% 

介護支援専門員の資質の向上 

参加者のアセスメント能力の向上 

センター職員の指導力の向上  

適正な給付の維持   

その他 

自立支援に資するケアマネジメント支援の成果（複数回答）  

 その他の成果（自由記載） 

 

 ・ケアマネジャーが1人で抱え込まずに多職種で役割分担で 

  きるようになった。 

 ・事例提出者は、自立支援に向けた予後予測を見込んで評 

  価する視点をトレーニングできた。 

 ・サービス担当者会議で対応できないケースについて、セ 

  ターや行政を交えて検討したことにより、今後の方向性につ 

  いて本人・家族と合意形成できた。 

 ・地域包括支援センター職員の力量アップにつながった。 

 ・信頼感を持った関係づくりができた。 

 ・民生委員や町内会役員が、高齢者や家族への支援を積極 

  的に行うようになった。 

 ・認知症の人の日中の安否確認について、近隣住民の協力 

  を得ることができた。 
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既存の地域ケア会議が果たす役割を整理（兵庫県朝来市の例） 

会議名 内  容 参集者 
個別課題
解 決 

ネットワーク
構築機能 

地域課題
発見機能 

地域づくり・
資源開発機

能 

政策形成
機能 

①向こう三軒 
 両隣会議 

利用者支援 当事者・地
域住民・関
係機関等 

◎ 
対象者が
抱える課
題 

◎ 
フォーマルと
インフォーマ
ルの連携 

○ 
困難ケース
の蓄積 

◎ 
自助・互助
を育む 
 

× 

②ケアマネジメ  
 ント支援会議 

ケアマネジャー 
支援 

主任ケアマ
ネジャー13
名 

◎ 
ケアマネ
ジャーが
抱える課
題 

◎ 
主任ケアマ
ネジャーとケ
アマネジャー
の関係性 

○ 
困難ケース
の蓄積 

◎ 
指導マニュ
アル開発等 

× 

③在宅医療 
 連携会議 

介護・医療の連
携に関する仕組
みづくり 

医療・介護
専門職（事
業所代表
者）２５名 

× ◎ 
介護・医療
のネットワー
ク 

◎ 
①②④の
会議内容
提出  

◎ 
連携マニュ
アル作成等 

× 

④脳耕会 認知症支援策
の検討 

関係機関代
表者１５名 

× △ ◎ 
①②③の
会議内容
提出 

◎ 
ドリル・ゲー
ムの開発 

◎ 
見守り協
定・オレン
ジプラン 

⑤地域包括運営
協議会・介護保険
事業計画策定委
員会 

地域課題の検
討 

関係機関代
表者１５名 
 

× △ ◎ 
①～④の
会議内容
提出 

◎ 
 

◎ 
介護保険
事業計画 
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○ 地域ケア会議への広域支援員・専門職派遣事業（都道府県事業） 

   （Ｈ24年度～） 

 

○ 地域ケア会議運営マニュアルの作成 

   （Ｈ24年度老人保健健康増進等事業） 

 

○ 地域ケア会議活動推進等事業（Ｈ25年度～） 

    ・全国会議の開催による好取組の紹介と市町村への普及啓発 

    ・地域ケア会議活用マニュアル（事例集）の作成 

    ・地域ケア会議コーディネーターの育成 

    ・広域支援員・専門職の派遣（都道府県事業） 

    ・地域ケア会議立ち上げ支援にかかる事業（市町村事業） 

 

（参考）地域ケア会議に関する取組状況 

取組状況 

http://www.nenrin.or.jp/chiiki/manual/ 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/
0000023796.html 
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